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(57)【要約】
【課題】成形加工することが容易であって、機械的強度と透明性に優れ、かつ植物化度の
高い共重合ポリカーボネートを提供する。
【解決手段】糖由来のアルコールに由来する構造単位を有する共重合ポリカーボネートで
あって、該糖由来のアルコールに由来する構造単位の重量分率をｘ、該共重合ポリカーボ
ネートのガラス転移温度をｙ（℃）とした場合に、下記式（Ｉ）および（II）を満たす共
重合ポリカーボネート。
　　０．６０≦ｘ≦０．８３　　（Ｉ）
　　ｙ＜３５８ｘ－１３９　　　（II）
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　糖由来のアルコールに由来する構造単位を有する共重合ポリカーボネートであって、該
糖由来のアルコールに由来する構造単位の重量分率をｘ、該共重合ポリカーボネートのガ
ラス転移温度をｙ（℃）とした場合に、下記式（Ｉ）および（II）を満たす共重合ポリカ
ーボネート。
　　０．６０≦ｘ≦０．８３　　（Ｉ）
　　ｙ＜３５８ｘ－１３９　　　（II）
【請求項２】
　前記共重合ポリカーボネートが、更にポリジオールに由来する構造単位を有する、請求
項１に記載の共重合ポリカーボネート。
【請求項３】
　前記糖由来のアルコールが、下記式（１）で表される化合物である、請求項１または請
求項２に記載の共重合ポリカーボネート。

【化１】

【請求項４】
　前記ポリジオールが、下記式（２）で表される繰り返し構造からなるポリジオールであ
る、請求項２または請求項３に記載の共重合ポリカーボネート。
【化２】

（式（２）において、ｎは２～１２０である。Ｒは水素原子またはメチル基を表す。）
【請求項５】
　前記糖由来のアルコールと前記ポリジオールを含むポリヒドロキシ化合物と、下記式（
３）で表される炭酸ジエステルとを、触媒の存在下、溶融重縮合する、請求項２から請求
項４のいずれか１項に記載の共重合ポリカーボネートの製造方法。

【化３】

（式（３）中において、Ａ１およびＡ２は、それぞれ独立に、炭素数１～炭素数１８の置
換基を有していてもよい脂肪族基、または炭素数６～炭素数１８の置換基を有していても
よい芳香族基であり、Ａ１とＡ２は同一であっても異なっていてもよい。）
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、バイオマス資源であるデンプンなどの糖質から誘導することができる構成単
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位を高い割合で含有し、かつ成形性、機械強度、光弾性係数に優れたポリカーボネート共
重合体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ポリカーボネートは一般的に石油資源から誘導される原料を用いて製造される。しかし
ながら、近年、石油資源の枯渇が危惧されており、植物などのバイオマス資源から得られ
る原料を用いたポリカーボネートの提供が求められている。また、二酸化炭素排出量の増
加、蓄積による地球温暖化が気候変動などをもたらすことからも、使用後の廃棄処分をし
てもカーボンニュートラルな植物由来モノマーを原料としたポリカーボネートの開発が求
められている。植物由来モノマーとして、イソソルビドを使用し、炭酸ジフェニルとのエ
ステル交換反応により、ポリカーボネートを得ることが提案されている（例えば、特許文
献１参照）。
【０００３】
　イソソルビドから得られるポリカーボネートは光学歪みが小さいなどの優れた光学特性
を有することが知られているが、一方でその剛直な構造のために、ガラス転移温度や溶融
粘度が非常に高くなり、成形加工が困難であることや、機械強度が低いという問題を抱え
ている。
【０００４】
　この問題を、様々なジヒドロキシ化合物との共重合により改良することが提案されてい
る（例えば、特許文献２、３参照）。しかしながら、共重合モノマーであるジヒドロキシ
化合物は一般的に石油由来原料から製造されるものであり、それらを共重合することによ
りポリマー中の植物由来原料の占める割合が減少し、植物化度が低減してしまう。
【０００５】
　また、機械強度を向上させるために、ジヒドロキシ化合物として特に柔軟な構造を有す
る長鎖のジヒドロキシ化合物を共重合成分に用いる方法があり、例えば、ポリカーボネー
トにおいてもポリシロキサンを共重合成分に用いて材料の改質が行われている（例えば、
特許文献４参照）。
　しかし、このような高分子量ジヒドロキシ化合物との共重合を行う場合、異なる構造の
ポリマーは一般的に非相容で、屈折率も異なるため、得られるポリカーボネートの透明性
が低下してしまう問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】英国特許第１０７９６８６号明細書
【特許文献２】国際公開第０４／１１１１０６号パンフレット
【特許文献３】特開２００８－０２４９１９公報
【特許文献４】特表２００６－５１８８０３公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　以上のように、高い植物化度と優れた成形性や機械強度、更には光弾性係数を両立させ
たポリカーボネートの開発が望まれているにも関わらず、従来においては、そのようなポ
リカーボネートは報告されていない。
【０００８】
　本発明の目的は、上記従来の問題点を解消し、成形加工することが容易で、機械的強度
と光弾性係数に優れ、かつ植物化度の高い共重合ポリカーボネートを提供することにある
。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者は、上記課題を解決するべく、従前具体的に明らかにされたことの無いポリカ
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光学歪などに代表されるような光学的特性や、引張伸び、表面硬度などに代表されるよう
な機械強度と、幅広い温度範囲におけるガラス転移温度との関係において、共重合ポリカ
ーボネート中の糖由来アルコールに由来する構造単位の重量分率とガラス転移温度とが、
特定の関係を満たすものが、高い植物化度を維持したまま優れた機械的強度および光学特
性を有することを見出し、本発明に到達した。
【００１０】
　即ち、本発明の要旨は下記［１］～［５］に存する。
【００１１】
［１］　糖由来のアルコールに由来する構造単位を有する共重合ポリカーボネートであっ
て、該糖由来のアルコールに由来する構造単位の重量分率をｘ、該共重合ポリカーボネー
トのガラス転移温度をｙ（℃）とした場合に、下記式（Ｉ）および（II）を満たす共重合
ポリカーボネート。
　　０．６０≦ｘ≦０．８３　　（Ｉ）
　　ｙ＜３５８ｘ－１３９　　　（II）
【００１２】
［２］　前記共重合ポリカーボネートが、更にポリジオールに由来する構造単位を有する
、［１］に記載の共重合ポリカーボネート。
【００１３】
［３］　前記糖由来のアルコールが、下記式（１）で表される化合物である、［１］また
は［２］に記載の共重合ポリカーボネート。
【００１４】
【化１】

【００１５】
［４］　前記ポリジオールが、下記式（２）で表される繰り返し構造からなるポリジオー
ルである、［２］または［３］に記載の共重合ポリカーボネート。
【００１６】
【化２】

【００１７】
（式（２）において、ｎは２～１２０である。Ｒは水素原子またはメチル基を表す。）
［５］　前記糖由来のアルコールと前記ポリジオールを含むポリヒドロキシ化合物と、下
記式（３）で表される炭酸ジエステルとを、触媒の存在下、溶融重縮合する、［２］から
［４］のいずれか１項に記載の共重合ポリカーボネートの製造方法。
【００１８】
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【化３】

【００１９】
（式（３）中において、Ａ１およびＡ２は、それぞれ独立に、炭素数１～炭素数１８の置
換基を有していてもよい脂肪族基、または炭素数６～炭素数１８の置換基を有していても
よい芳香族基であり、Ａ１とＡ２は同一であっても異なっていてもよい。）
【発明の効果】
【００２０】
　本発明の共重合ポリカーボネートは、高い植物化度を持ちながら、用途に応じてガラス
転移温度を幅広く調整できることから、成形性と機械強度に優れ、さらに光学歪みが小さ
く、表面硬度が高く、耐溶剤性に優れるなどの特性を持つことから、柔軟性が必要なフィ
ルム、シート分野、耐熱性が必要な、ボトル、容器分野、さらには、カメラレンズ、ファ
インダーレンズ、ＣＣＤやＣＭＯＳ用レンズなどのレンズ用途、液晶やプラズマディスプ
レイなどに利用される位相差フィルム、拡散シート、偏光フィルムなどのフィルム、シー
ト、光ディスク、光学材料、光学部品、色素、電荷移動剤等を固定化するバインダー用途
といった幅広い分野への材料提供が可能である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下に本発明の実施の形態を詳細に説明するが、以下に記載する構成要件の説明は、本
発明の実施態様の一例（代表例）であり、本発明はその要旨を超えない限り、以下の内容
に限定されず適宜変形して実施することができる。
【００２２】
〔共重合ポリカーボネート〕
　本発明の共重合ポリカーボネートは、糖由来のアルコールに由来する構造単位を有する
共重合ポリカーボネートであって、該糖由来のアルコールに由来する構造単位の重量分率
をｘ、該共重合ポリカーボネートのガラス転移温度をｙ（℃）とした場合に、下記式（Ｉ
）および（II）を満たす共重合ポリカーボネートである。
　　０．６０≦ｘ≦０．８３　　（Ｉ）
　　ｙ＜３５８ｘ－１３９　　　（II）
【００２３】
＜式（Ｉ）について＞
　上記式（Ｉ）は、本発明の共重合ポリカーボネートの植物化度の指標として、本発明の
共重合ポリカーボネートにおける糖由来のアルコール（以下「糖由来アルコール」と称す
場合がある。）の重量分率を規定するものであり、ここで、本発明の共重合ポリカーボネ
ート中の糖由来アルコールに由来する構造単位の重量分率ｘは、下記式(III)から求めら
れる。
【００２４】

【数１】

【００２５】
　ＭＡ：共重合ポリカーボネート中の糖由来アルコールに由来する構造単位の分子量
　ＭＣ：カーボネート結合構造単位の分子量
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　ｎＡ：共重合ポリカーボネートを構成する全ポリヒドロキシ化合物に由来する構造単位
中の糖由来アルコールに由来する構造単位のモル分率
　＜Ｍ＞：共重合ポリカーボネートを構成する全ポリヒドロキシ化合物に由来する構造単
位の平均分子量
【００２６】
　共重合ポリカーボネートを構成する各ポリヒドロキシ化合物に由来する構造単位のモル
分率は、１Ｈ　ＮＭＲや１３Ｃ　ＮＭＲによる測定から各ポリヒドロキシ化合物の構造に
由来するピークの積分値から計算される。
【００２７】
　本発明の共重合ポリカーボネートにおいて、糖由来アルコールに由来する構造単位の重
量分率ｘは、０．６０以上、０．８３以下である。この値が小さ過ぎると、糖由来アルコ
ールを用いることによる高い植物化度、優れた光学特性を得ることができず、大き過ぎる
と、機械的強度の低下や成形性の低下の問題がある。上記ｘの値は、好ましくは０．６５
以上０．８２以下、より好ましくは０．７０以上０．８１以下である。
【００２８】
＜式（II）について＞
　前記式（II）は、本発明の共重合ポリカーボネートの糖由来アルコールに由来する構造
単位の重量分率ｘとガラス転移温度ｙ（℃）との関係を示すものである。
【００２９】
　ここで、共重合ポリカーボネートのガラス転移温度は、ＪＩＳ　Ｋ７１２１に規定され
る方法に準拠して次のようにして測定される。
　示差走査熱量計（エスアイアイ・ナノテクノロジー社製ＤＳＣ６２２０）を用いて測定
を行い、測定条件としては、共重合ポリカーボネートサンプル約１０ｍｇを同社製アルミ
パンに入れて密封し、５０ｍＬ／分の窒素気流下、昇温速度２０℃／分で室温から２５０
℃まで昇温し、３分間温度を保持した後、０℃まで２０℃／分の速度で冷却する。０℃で
３分間保持し、再び２００℃まで２０℃／分の速度で昇温し、２回目の昇温で得られたＤ
ＳＣデータより、補外ガラス転移開始温度を決定する。この温度をガラス転移温度とする
。
【００３０】
　本発明の共重合ポリカーボネートのガラス転移温度は、糖由来アルコールと従来のポリ
ジオールとその他のポリヒドロキシ化合物の共重合組成によって調節することが可能であ
る。
【００３１】
　本発明において前記式（Ｉ）および（II）を満たすということは、共重合ポリカーボネ
ート中の糖由来アルコールに由来する構造を高い比率で保持したまま、用途に応じてガラ
ス転移温度を幅広く調整できることを意味する。
【００３２】
　前記式（II）を満たさず、ｙ≧３５８ｘ－１３９となるような共重合ポリカーボネート
では、高い植物化度を持ちながら、透明性と機械強度に優れた共重合ポリカーボネートを
実現することはできない。
【００３３】
　本発明の共重合ポリカーボネートは、より好ましくは、下記式(IIa)を満たし、特に好
ましくは下記式(IIb)を満たすものである。ただし、このｙは、本発明の共重合ポリカー
ボネートの耐熱性を高めるという観点から、６０℃以上であることが好ましく、より好ま
しくは１００℃以上、更に好ましくは１２５℃以上であって、加工性を高めるという観点
から、１５５℃以下が好ましく、より好ましくは１４０℃以下であって、更に好ましくは
１３５℃以下である。
　　ｙ≦３７８ｘ－１５６　　　(IIa)
　　ｙ≦３９５ｘ－１６９　　　(IIb)
【００３４】
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　上記式（II）を満たす共重合ポリカーボネートを得るには、例えば共重合ポリカーボネ
ートの分子量を調節したり、分岐構造の量を調節したり、溶融粘度を調節したり、共重合
ポリカーボネートの有するモノマーユニットの種類を適宜選択したり、共重合するモノマ
ーユニットの組合せを調節したり、これらの要素を適宜組み合わせることによりガラス転
移温度ｙと糖由来アルコールに由来する構造単位の重量分率ｘとを制御する方法が挙げら
れる。分岐構造をできるだけ少なくすることや、還元粘度を０．３０ｄＬ／ｇ以上１．２
０ｄＬ／ｇに調節することや、共重合ポリカーボネートの含有するモノマーユニットとし
て後述の糖由来アルコール由来の環状構造を有する２価アルコールを使用することや、共
重合ポリカーボネートの含有するモノマーユニットとして後述のポリジオールを使用する
方法を採用することが好ましく、特に、共重合ポリカーボネートの含有するモノマーユニ
ットとして糖由来アルコール由来の環状構造を有する２価アルコールとポリジオールとを
併用する方法を採用することが好ましい。
【００３５】
　なお、本発明の共重合ポリカーボネートのガラス転移温度ｙ（℃）の値としては、上記
式（Ｉ）および式（II）を満たす範囲において任意であるが、その下限としては６０℃、
より好ましくは７０℃、特に８０℃であることが好ましく、上限としては１５０℃、より
好ましくは１４５℃、特に１４０℃であることが好ましい。共重合ポリカーボネートのガ
ラス転移温度が低過ぎると成形体として使用する際の耐熱性が不足する場合があり、高過
ぎると成形性や加工性が悪化する場合があるからである。
【００３６】
＜糖由来アルコール＞
　本発明の共重合ポリカーボネートは、糖由来アルコールに由来する構造単位を有するが
、本発明における糖由来アルコールとは、ポリカーボネートを構成することが可能である
ものであれば、如何なるものも使用することが可能であって、糖そのものでも良く、アル
ドースやケトースを還元したものでも良く、更に分子内脱水環化したものでも良い。また
、複数種の糖由来アルコールを使用することも妨げない。当該糖由来アルコールは、共重
合ポリカーボネートを構成するために、通常２価のアルコールが用いられるが、３価もし
くはそれ以上の水酸基を有する糖由来アルコールであっても構わない。
【００３７】
　本発明における糖由来アルコールに特に制限は無いが、共重合ポリカーボネートの熱安
定性を向上させる観点から環構造を有するものが好ましく、より好ましくは２以上４以下
の環構造を有するものが用いられる。また、同様の理由から分子量が８００以下であるも
のが好ましく、より好ましくは分子量が３５０以下のものが用いられ、特には分子量が３
００以下のものが好ましく用いられる。
【００３８】
　中でも共重合ポリカーボネートの光学特性、機械物性、耐熱性の観点からは、下記式（
１）で表される化合物に代表される無水糖アルコールであることが好ましい。
【００３９】
【化４】

【００４０】
　上記式（１）で表される化合物としては、立体異性体の関係にあるイソソルビド、イソ
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マンニド、イソイデットが挙げられ、これらは１種を単独で用いてもよく、２種以上を組
み合わせて用いてもよい。
【００４１】
　これらの化合物の中でも、植物由来の資源として豊富に存在し、容易に入手可能な種々
のデンプンから製造されるソルビトールを脱水縮合して得られるイソソルビドが、入手お
よび製造のし易さ、耐光性、光学特性、成形性、耐熱性、カーボンニュートラルの面から
最も好ましい。
【００４２】
　糖由来アルコール、特に、上記式（１）で表される無水糖アルコールは、還元剤、抗酸
化剤、脱酸素剤、光安定剤、制酸剤、ｐＨ安定剤、熱安定剤等の安定剤を含んでいても良
く、無水糖アルコールは特に酸性下で変質しやすいことから、塩基性安定剤を含むことが
好ましい。
【００４３】
　塩基性安定剤としては、長周期型周期表（Nomenclature　of　Inorganic　Chemistry　
IUPAC　Recommendations　2005）における１族または２族の金属の水酸化物、炭酸塩、リ
ン酸塩、亜リン酸塩、次亜リン酸塩、硼酸塩、脂肪酸塩や、テトラメチルアンモニウムヒ
ドロキシド、テトラエチルアンモニウムヒドロキシド、テトラプロピルアンモニウムヒド
ロキシド、テトラブチルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルエチルアンモニウムヒド
ロキシド、トリメチルベンジルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルフェニルアンモニ
ウムヒドロキシド、トリエチルメチルアンモニウムヒドロキシド、トリエチルベンジルア
ンモニウムヒドロキシド、トリエチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、トリブチルベ
ンジルアンモニウムヒドロキシド、トリブチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、テト
ラフェニルアンモニウムヒドロキシド、ベンジルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド
、メチルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド、ブチルトリフェニルアンモニウムヒド
ロキシド等の塩基性アンモニウム化合物、ジエチルアミン、ジブチルアミン、トリエチル
アミン、モルホリン、Ｎ－メチルモルホリン、ピロリジン、ピペリジン、エチレンジアミ
ン、Ｎ－メチルジエタノールアミン、ジエチルエタノールアミン、ジイソプロピルエタノ
ールアミン、４－アミノピリジン、２－アミノピリジン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－４－アミノ
ピリジン、４－ジエチルアミノピリジン、２－ヒドロキシピリジン、２－メトキシピリジ
ン、４－メトキシピリジン、２－ジメチルアミノイミダゾール、２－メトキシイミダゾー
ル、イミダゾール、２－メルカプトイミダゾール、２－メチルイミダゾール、アミノキノ
リン等のアミン系化合物、ジ－（ｔｅｒｔ－ブチル）アミン、４－ヒドロキシ－２，２，
６，６－テトラメチルピペリジン等のヒンダードアミン系化合物が挙げられる。これらの
塩基性安定剤の中でも安定化の効果からはナトリウムまたはカリウムのリン酸塩、モルホ
リン、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルアミンが好ましい。これらはこれらは１種を単独で用いても
よく、２種以上を併用してもよい。
【００４４】
　これら塩基性安定剤の糖由来アルコール中の含有量に特に制限はないが、糖由来アルコ
ールは酸性状態で分解が促進されるため、上記の塩基性安定剤を含む糖由来アルコールの
水溶液のｐＨが７から８となるように塩基性安定剤を添加することが好ましい。塩基性安
定剤の含有量が少なすぎると糖由来アルコールの変質を防止する効果が得られない可能性
があり、多すぎると糖由来アルコールの変性を招く場合がある。通常、塩基性安定剤は糖
由来アルコールに対して、０．０００１重量％～１重量％、特に０．００１重量％～０．
１重量％添加されることが好ましい。
【００４５】
　これらの塩基性安定剤を含有した糖由来アルコールを共重合ポリカーボネートの製造原
料として用いると、塩基性安定剤自体が重合触媒となり、重合速度や品質の制御が困難に
なるだけでなく、得られる共重合ポリカーボネートの色相の悪化を招くため、共重合ポリ
カーボネートの製造原料として使用する前に糖由来アルコール中の塩基性安定剤をイオン
交換樹脂や蒸留等で除去することが好ましい。
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　また、糖由来アルコールがイソソルビド等、環状エーテル構造を有する場合には、酸素
によって徐々に酸化されやすいので、保管や、製造時には、酸素による分解を防ぐため、
水分が混入しないようにし、また、脱酸素剤等を用いたり、窒素雰囲気下で取り扱うこと
が肝要である。イソソルビドが酸化されると、蟻酸等の分解物が発生する場合がある。こ
れら分解物を含むイソソルビドを共重合ポリカーボネートの製造原料として使用すると、
得られる共重合ポリカーボネートの着色を招く可能性があり、また、物性を著しく劣化さ
せる可能性があるだけではなく、重合反応に影響を与え、高分子量の共重合ポリカーボネ
ートが得られない場合もあり、好ましくない。
【００４７】
　上記酸化分解物を含まない糖由来アルコールを得るために、また、前述の塩基性安定剤
を除去するためには、蒸留精製を行うことが好ましい。この場合の蒸留とは単蒸留であっ
ても、連続蒸留であってもよく、特に限定されない。蒸留の条件としてはアルゴンや窒素
などの不活性ガス雰囲気において、減圧下で蒸留を実施することが好ましく、熱による変
性を抑制するためには、２５０℃以下、好ましくは２００℃以下、特には１８０℃以下の
条件で行うことが好ましい。
【００４８】
　このように、糖由来アルコールを適切な条件下で取り扱うことで、糖由来アルコールを
含む化合物を共重合ポリカーボネートの製造原料として使用した際に、重合反応性を損な
うことなく色相や熱安定性に優れたポリカーボネートの製造がより容易になる。
【００４９】
＜ポリジオール＞
　本発明の共重合ポリカーボネートは、上記糖由来アルコールに由来する構造単位の他、
更に、ポリジオールに由来する構造単位を有することが好ましい。このポリジオールとし
ては、糖由来のアルコールと共重合ポリカーボネートを生成するものであれば如何なるも
のも使用することが可能であって、直鎖状の構造のものであっても、環状構造を有するも
のであっても、分岐構造を有するものであっても構わず、分子内に水酸基における酸素以
外のヘテロ原子を有するものであっても構わない。また、複数種のポリジオールを使用す
ることも妨げない。
【００５０】
　本発明の共重合ポリカーボネートの透明性を高めるため、共重合に用いるポリジオール
は糖由来アルコールと相容性の高いものを選択することが好ましい。二成分の相容性は溶
解度パラメータ（ＳＰ値）やχパラメータなどで表され、ポリジオールの分子量も相容性
に影響する。
【００５１】
　ポリジオールの分子量が高いほど共重合ポリカーボネートに柔軟性や機械的強度を付与
することができるが、分子量が大きすぎると透明性が得られない場合があるため、用いる
ポリジオールの数平均分子量としては好ましくは１００～２００００、より好ましくは１
００～５０００、特に好ましくは２００～２０００である。
【００５２】
　本発明に用いるポリジオールとしてより具体的には、ポリアルキレンジオール、ポリエ
ーテルジオール、ポリカーボネートジオール、ポリエステルジオール、ポリシロキサンが
挙げられる。水酸基との反応性を有するポリジオールは重合反応に影響を及ぼし、ポリマ
ーの色調に悪影響を及ぼす場合や望まれる機械物性が得られないことがあるため、上記ポ
リジオールの中でもポリアルキレンジオール、ポリエーテルジオール、ポリシロキサンが
好ましく、特には糖由来アルコールとの相容性が良好であるポリエーテルジオールが好ま
しい。中でも、下記式（４）で表される繰り返し構造を有するポリオキシアルキレングリ
コールが好適に用いられる。
【００５３】
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【化５】

【００５４】
（式（４）中において、ｍは１～４、ｎは２～１２０であり、Ｒは水素原子またはメチル
基を表す。）
【００５５】
　中でも、ｍは２～４であるものが好ましく、特には２のものが好ましい。また、ｎは２
～１００であるものが好ましく、より好ましくは２～８０のものが用いられる。
【００５６】
　式（４）で表されるポリオキシアルキレングリコールとして、具体的には、ポリエチレ
ングリコール、ポリトリメチレングリコール、ポリテトラメチレングリコール、ポリプロ
ピレングリコールなどが挙げられる。
【００５７】
　ポリジオールとしては、特には、下記式（２）の繰り返し構造を有するポリオキシアル
キレングリコール、すなわちポリエチレングリコールまたはポリプロピレングリコールが
好適に用いられる。
【００５８】
【化６】

【００５９】
（式（２）中において、ｎは２～１２０、好ましくは２～１００、好ましくは２～８０で
あり、Ｒは水素原子またはメチル基を表す。）
【００６０】
　本発明の共重合ポリカーボネートが、上記ポリジオールに由来する構造単位を有するこ
とにより、分子構造に柔軟な成分が取り入れられ、共重合ポリカーボネートの機械強度を
更に向上させることが、より容易になる。共重合ポリカーボネート中に上記ポリジオール
に由来する構造単位を１重量％以上、特には２重量％以上含むことが好ましいが、含有率
が多過ぎると、耐熱性の低下を招くため、共重合ポリカーボネート中に含有されるポリジ
オールに由来する構造単位の割合は、２０重量％以下、特に１０重量％以下、とりわけ８
重量％以下であることが好ましい。
【００６１】
＜その他のポリヒドロキシ化合物＞
　本発明の共重合ポリカーボネートは、上記糖由来アルコールとポリジオール以外のポリ
ヒドロキシ化合物（以下「その他のポリヒドロキシ化合物」と称す場合がある。）に由来
する構造単位を含んでいても構わない。
【００６２】
　その他のポリヒドロキシ化合物としては、エチレングリコール、１，３－プロパンジオ
ール、１，２－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、
１，２－ブタンジオール、１，５－ヘプタンジオール、１，６－ヘキサンジオールのなど
の直鎖脂肪族炭化水素のジヒドロキシ化合物、ネオペンチルグリコール、ヘキシレングリ
コールなどの直鎖分岐脂肪族炭化水素のジヒドロキシ化合物、１，２－シクロヘキサンジ
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１，４－シクロヘキサンジメタノール、トリシクロデカンジメタノール、ペンタシクロペ
ンタデカンジメタノール、２，６－デカリンジメタノール、１，５－デカリンジメタノー
ル、２，３－デカリンジメタノール、２，３－ノルボルナンジメタノール、２，５－ノル
ボルナンジメタノール、１，３－アダマンタンジメタノール等の脂環式炭化水素のジヒド
ロキシ化合物、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－
ヒドロキシ－３，５－ジメチルフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３
，５－ジエチルフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－（３，５－ジフェ
ニル）フェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジブロモフェニル
）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ペンタン、２，４’－ジヒドロキ
シ－ジフェニルメタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、ビス（４－ヒドロキシ
－５－ニトロフェニル）メタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、３，
３－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ペンタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）シクロヘキサン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホン、２，４’－ジヒドロキシ
ジフェニルスルホン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルフィド、４，４’－ジヒドロ
キシジフェニルエーテル、４，４’－ジヒドロキシ－３，３’－ジクロロジフェニルエー
テル、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ－２－メチル）フェニル）フルオレ
ン、９，９－ビス（４－ヒドロキシフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－ヒドロキ
シ－２－メチルフェニル）フルオレン等の芳香族ビスフェノール類、９，９－ビス（４－
（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキ
シプロポキシ）フェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）
－３－メチルフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシプロポキシ）
－３－メチルフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－
３－イソプロピルフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ
）－３－イソブチルフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキ
シ）－３－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキ
シエトキシ）－３－シクロヘキシルフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－（２－ヒ
ドロキシエトキシ）－３－フェニルフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－（２－ヒ
ドロキシエトキシ）－３，５－ジメチルフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－（２
－ヒドロキシエトキシ）－３－ｔｅｒｔ－ブチル－６－メチルフェニル）フルオレン、９
，９－ビス（４－（３－ヒドロキシ－２，２－ジメチルプロポキシ）フェニル）フルオレ
ン、２，２－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル）プロパン、２，２－ビス
（４－（２－ヒドロキシプロポキシ）フェニル）プロパン、１，３－ビス（２－ヒドロキ
シエトキシ）ベンゼン、４，４’－ビス（２－ヒドロキシエトキシ）ビフェニル、ビス（
４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル）スルホン等、主鎖に芳香族基に結合したエー
テル基を有するジヒドロキシ化合物、下記式（５）や下記式（６）で表されるスピロ構造
を有するジヒドロキシ化合物などの環状エーテル構造を有するジヒドロキシ化合物などの
ポリヒドロキシ化合物が挙げられ、これらの環状エーテル構造を有するジヒドロキシ化合
物のなかでは、耐熱性を高めるという観点で、環状構造を複数有するものが好ましく、特
には環状エーテル構造を２つ有するジヒドロキシ化合物が好ましい。
【００６３】
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【００６４】
　これらのその他のポリヒドロキシ化合物は、複数種を使用することを妨げない。
【００６５】
　共重合ポリカーボネート中にこれらのその他のポリヒドロキシ化合物に由来する構造単
位を含むことにより、機械強度を向上させたり、耐熱性を調整したりすることができる。
また、共重合ポリカーボネートの耐湿熱性を向上することができるという効果が得られる
が、その含有量が過度に多いと耐熱性が低下する場合があるため、共重合ポリカーボネー
ト中に占める上記のその他のポリヒドロキシ化合物に由来する構造単位の割合は５０重量
％以下、特に３０重量％以下であることが好ましい。
【００６６】
＜分子量＞
　本発明の共重合ポリカーボネートの分子量は、還元粘度で表すことができ、還元粘度は
、通常０．３０ｄＬ／ｇ以上であり、０．３２ｄＬ／ｇ以上が好ましく、更には０．３５
ｄＬ／ｇ以上が好ましい。また、還元粘度は、通常１．２０ｄＬ／ｇ以下であり、１．０
０ｄＬ／ｇ以下がより好ましく、０．８０ｄＬ／ｇ以下が更に好ましい。
【００６７】
　共重合ポリカーボネートの還元粘度が低すぎると成形品の機械強度が小さい可能性があ
り、大きすぎると、成形する際の流動性が低下し、生産性や成形性を低下させる傾向があ
る。
【００６８】
　尚、還元粘度は、溶媒として塩化メチレンを用い、共重合ポリカーボネート濃度を０．
６ｇ／ｄＬに精密に調整し、温度２０．０℃±０．１℃でウベローデ粘度計を用いて測定
する。
【００６９】
＜末端基＞
　本発明の共重合ポリカーボネートに含まれる下記式（７）で表される末端基の濃度（末
端フェニル基濃度）が高すぎると、残存モノヒドロキシ化合物や残存炭酸エステルの量が
多くなってしまい、逆に低すぎると熱安定性が低下する恐れがある。
【００７０】
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【化８】

【００７１】
　従って、本発明の共重合ポリカーボネートに含まれる末端フェニル基濃度は、２００ｍ
ｏｌ／ｔｏｎ以下、特に１５０ｍｏｌ／ｔｏｎ以下であることが好ましく、５０ｍｏｌ／
ｔｏｎ以上、特に７０ｍｏｌ／ｔｏｎ以上であることが好ましい。
　共重合ポリカーボネート中の共重合ポリカーボネートの末端フェニル基濃度を制御する
には、本発明の共重合ポリカーボネートを製造する際に、原料である糖由来アルコールと
ポリジオールを含むポリヒドロキシ化合物と、後述する式（３）で表される炭酸ジエステ
ルのモル比率を制御する他、エステル交換反応時の触媒の種類や量、重合圧力や重合温度
を制御する方法等が挙げられる。
【００７２】
＜金属量＞
　本発明の共重合ポリカーボネートに、１族金属、中でもナトリウム、カリウム、セシウ
ムが多く含まれると色相に悪影響を及ぼす可能性がある。該金属は、本発明の共重合ポリ
カーボネートの製造に用いられる後述のエステル交換反応触媒や、原料や反応装置から混
入する場合がある。共重合ポリカーボネート中のこれらの合計量は、金属量として、共重
合ポリカーボネートを構成する全ポリヒドロキシ化合物に由来する構造単位１ｍｏｌ当た
り、通常２μｍｏｌ以下、好ましくは１μｍｏｌ以下、より好ましくは０．５μｍｏｌ以
下である。
【００７３】
　共重合ポリカーボネート中の金属量は、湿式灰化などの方法でポリカーボネート中の金
属を回収した後、原子発光、原子吸光、Inductively　Coupled　Plasma（ＩＣＰ）等の方
法を使用して測定することが出来る。
【００７４】
＜ヘーズ＞
　本発明の共重合ポリカーボネートを透明材料や光学材料として使用するためには、ヘー
ズが１０．０％以下であることが好ましく、より好ましくは５．０％以下であって、特に
は３．０％以下が好ましい。本発明におけるヘーズは前述のとおり、特にポリジオールの
分子構造と分子量に影響されるため、それらを適宜調節することによって、これら好まし
い範囲とすることが可能である。
【００７５】
　本発明の共重合ポリカーボネートのヘーズは、共重合ポリカーボネートから成形された
厚さ３ｍｍの成形体についてＪＩＳ　Ｋ７３６１－１に準拠して測定したものであり、ヘ
ーズメーターで測定することができる。具体的には、厚さ３ｍｍのプレート状成形品を成
形し、日本電色工業株式会社製ヘーズメーター（１００１ＤＰ）を用いて測定できる。
【００７６】
＜引張伸び＞
　本発明の共重合ポリカーボネートの引張伸びは、成形品の成形性や耐久性の観点から、
１０％以上であることが好ましく、より好ましくは１５％以上であって、特には２０％以
上が好ましい。
【００７７】
　本発明の共重合ポリカーボネートの引張伸びは、前述のポリジオールの共重合比率を上
げることによって高めることができるが、この共重合比率は共重合ポリカーボネートの耐
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熱性や機械物性とのバランスを考慮して調整する。また、引張伸びは共重合ポリカーボネ
ートの分子量が高いほど向上するため、重合反応で成形性を損なわない範囲で分子量を上
げることが好ましい。
【００７８】
　本発明の共重合ポリカーボネートの引張伸びはＩＳＯ　５２７に準拠して測定される。
具体的には１Ａ形試験片を成形し、温度２３℃、相対湿度５０％、引張速度５０ｍｍ／分
の条件で測定される。
【００７９】
＜鉛筆硬度＞
　本発明の共重合ポリカーボネートの鉛筆硬度は、成形品の表面傷付き性に関わるため、
Ｆ以上であることが好ましく、より好ましくはＨ以上であって、特には２Ｈ以上が好まし
い。
【００８０】
　本発明の共重合ポリカーボネートの鉛筆硬度は特に本発明の糖由来アルコールの共重合
比率（重量分率）に影響される。糖由来アルコールの重量分率が高いほど高い鉛筆硬度が
得られるが、糖由来アルコールの重量分率は機械物性や成形性などとのバランスを考慮し
て調節するのが好ましい。
【００８１】
　本発明の共重合ポリカーボネートの鉛筆硬度は、ＪＩＳ　Ｋ５６００－５－４に記載の
方法で測定される。具体的には、厚さ３ｍｍのプレート状成形品を成形し、東洋精機株式
会社製鉛筆引掻塗膜硬さ試験機を用いて測定される。
【００８２】
＜溶融粘度＞
　本発明の共重合ポリカーボネートの溶融粘度は、剪断速度１０００ｓｅｃ－１における
２４０℃での溶融粘度が８００Ｐａ・ｓ以下であることが好ましく、より好ましくは７５
０Ｐａ・ｓ以下であって、特には７００Ｐａ・ｓ以下が好ましい。溶融粘度が高すぎると
成形時にシルバーが発生しやすく成形品の外観不良が起こりやすくなる。また、成形性改
善のために成形温度を高くすると着色の原因となるため好ましくない。ただし、溶融粘度
の下限は成形体としての使用に耐えうる必要があることから通常１００Ｐａ・ｓ以上であ
る。
【００８３】
　本発明の共重合ポリカーボネートの溶融粘度は、分子量に依存するため、適当な分子量
が得られるように重合反応をコントロールすることが重要である。
【００８４】
　本発明の共重合ポリカーボネートの溶融粘度はキャピログラフを用いて測定される。よ
り具体的には例えば、キャピログラフ（東洋精機株式会社製細管粘度計、ノズル直径１ｍ
ｍ×長さ１０ｍｍ）を用いて、剪断速度１０００ｓｅｃ－１における２４０℃での溶融粘
度を測定する。
【００８５】
＜光弾性係数＞
　本発明の共重合ポリカーボネートは、光弾性係数が０Ｐａ－１以上～２０×１０－１２

Ｐａ－１未満、特に０Ｐａ－１以上１５×１０－１２Ｐａ－１未満であることが好ましい
。光弾性係数が大き過ぎると成形品の光学歪みが大きくなるため、光学用途に好ましくな
い。
【００８６】
　共重合ポリカーボネートの光弾性係数は、Ｈｅ－Ｎｅレーザー、偏光子、補償板、検光
子、光検出器からなる複屈折測定装置と振動型粘弾性測定装置（レオロジー社製ＤＶＥ－
３）を組み合わせた装置を用いて次のようにして測定される（詳細は、日本レオロジー学
会誌Ｖｏｌ．１９，ｐ．９３～９７（１９９１）を参照。）。
【００８７】
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　８０℃で５時間真空乾燥した共重合ポリカーボネートサンプル４．０ｇを、幅８ｃｍ、
長さ８ｃｍ、厚さ０．５ｍｍのスペーサーを用いて、熱プレスにて熱プレス温度２５０℃
で、予熱１分、圧力２０ＭＰａの条件で１分間加圧後、スペーサーごと取り出し、水管冷
却式プレスで、圧力２０ＭＰａで３分間加圧冷却しシートを作製する。このシートから幅
５ｍｍ、長さ２０ｍｍの試料を切り出し、粘弾性測定装置に固定し、２５℃の室温で貯蔵
弾性率Ｅ’を周波数９６Ｈｚにて測定する。同時に、出射されたレーザー光を偏光子、試
料、補償板、検光子の順に通し、光検出器（フォトダイオード）で拾い、ロックインアン
プを通して角周波数ωまたは２ωの波形について、その振幅とひずみに対する位相差を求
め、ひずみ光学係数Ｏ’を求める。このとき、偏光子と検光子の方向は直交し、またそれ
ぞれ、試料の伸長方向に対してπ／４の角度をなすように調整する。
　光弾性係数Ｃは、貯蔵弾性率Ｅ’とひずみ光学係数Ｏ’を用いて次式より求められる。
　　　　　Ｃ＝Ｏ’／Ｅ’
【００８８】
〔共重合ポリカーボネートの製造方法〕
　本発明の共重合ポリカーボネートは、上述した糖由来アルコールとポリジオールを含む
ポリヒドロキシ化合物と炭酸ジエステルとを原料として、エステル交換反応により重縮合
させて得ることができる。
【００８９】
＜炭酸ジエステル＞
　用いられる炭酸ジエステルとしては、通常、下記式（３）で表されるものが挙げられる
。
　これらの炭酸ジエステルは、１種を単独で用いてもよく、２種以上を混合して用いても
よい。
【００９０】
【化９】

【００９１】
（式（３）中において、Ａ１およびＡ２は、それぞれ独立に、炭素数１～炭素数１８の置
換基を有していてもよい脂肪族基、または炭素数６～炭素数１８の置換基を有していても
よい芳香族基であり、Ａ１とＡ２は同一であっても異なっていてもよい。）
　なお、ここで、脂肪族基、芳香族基の炭素数は、これらが置換基を有する場合、該置換
基の炭素数も含む合計の炭素数を意味する。
【００９２】
　上記式（３）で表される炭酸ジエステルとしては、例えば、ジフェニルカーボネート、
ジトリルカーボネート等の置換ジフェニルカーボネート、ジメチルカーボネート、ジエチ
ルカーボネートおよびジ－ｔ－ブチルカーボネート等が例示されるが、好ましくはジフェ
ニルカーボネート、置換ジフェニルカーボネートであり、特に好ましくはジフェニルカー
ボネートである。
【００９３】
　なお、炭酸ジエステルは、塩化物イオンなどの不純物を含む場合があり、これらの不純
物は重合反応を阻害したり、得られる共重合ポリカーボネートの色相を悪化させたりする
場合があるため、必要に応じて、蒸留などにより精製したものを使用することが好ましい
。
【００９４】
＜エステル交換反応触媒＞
　本発明の共重合ポリカーボネートは、上述のように本発明の糖由来アルコールとポリジ
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オールを含むポリヒドロキシ化合物と上記式（３）で表される炭酸ジエステルをエステル
交換反応させて製造される。
　より詳細には、エステル交換させ、副生するモノヒドロキシ化合物等を系外に除去する
ことによって得られる。この場合、通常、エステル交換反応触媒存在下でエステル交換反
応により重縮合を行う。
【００９５】
　本発明の共重合ポリカーボネートの製造時に使用し得るエステル交換反応触媒（以下、
単に「触媒」、「重合触媒」と言うことがある）は、反応速度や得られる共重合ポリカー
ボネートの色調に影響を与え得る。
【００９６】
（触媒の種類）
　用いられる触媒としては、製造された共重合ポリカーボネートの透明性、色相、耐熱性
、熱安定性、および機械的強度を満足させ得るものであれば限定されないが、長周期型周
期表における１族または２族（以下、単に「１族」、「２族」と表記する。）の金属化合
物、塩基性ホウ素化合物、塩基性リン化合物、塩基性アンモニウム化合物、アミン系化合
物等の塩基性化合物が挙げられる。好ましくは１族金属化合物および／または２族金属化
合物が使用される。
【００９７】
　１族金属化合物および／または２族金属化合物と共に、補助的に、塩基性ホウ素化合物
、塩基性リン化合物、塩基性アンモニウム化合物、アミン系化合物等の塩基性化合物を併
用することも可能であるが、１族金属化合物および／または２族金属化合物のみを使用す
ることが特に好ましい。
【００９８】
　また、１族金属化合物および／または２族金属化合物の形態としては通常、水酸化物、
または炭酸塩、カルボン酸塩、フェノール塩といった塩の形態で用いられるが、入手のし
易さ、取扱いの容易さから、水酸化物、炭酸塩、酢酸塩が好ましく、色相と重合活性の観
点からは酢酸塩が好ましい。
【００９９】
　１族金属化合物としては、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化リチウ
ム、水酸化セシウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリウム、炭酸水素リチウム、炭酸
水素セシウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸リチウム、炭酸セシウム、酢酸ナト
リウム、酢酸カリウム、酢酸リチウム、酢酸セシウム、ステアリン酸ナトリウム、ステア
リン酸カリウム、ステアリン酸リチウム、ステアリン酸セシウム、水素化ホウ素ナトリウ
ム、水素化ホウ素カリウム、水素化ホウ素リチウム、水素化ホウ素セシウム、フェニル化
ホウ素ナトリウム、フェニル化ホウ素カリウム、フェニル化ホウ素リチウム、フェニル化
ホウ素セシウム、安息香酸ナトリウム、安息香酸カリウム、安息香酸リチウム、安息香酸
セシウム、リン酸水素２ナトリウム、リン酸水素２カリウム、リン酸水素２リチウム、リ
ン酸水素２セシウム、フェニルリン酸２ナトリウム、フェニルリン酸２カリウム、フェニ
ルリン酸２リチウム、フェニルリン酸２セシウム、ナトリウム、カリウム、リチウム、セ
シウムのアルコレート、フェノレート、ビスフェノールＡの２ナトリウム塩、２カリウム
塩、２リチウム塩、２セシウム塩等が挙げられ、中でもリチウム化合物が好ましい。
【０１００】
　２族金属化合物としては、例えば、水酸化カルシウム、水酸化バリウム、水酸化マグネ
シウム、水酸化ストロンチウム、炭酸水素カルシウム、炭酸水素バリウム、炭酸水素マグ
ネシウム、炭酸水素ストロンチウム、炭酸カルシウム、炭酸バリウム、炭酸マグネシウム
、炭酸ストロンチウム、酢酸カルシウム、酢酸バリウム、酢酸マグネシウム、酢酸ストロ
ンチウム、ステアリン酸カルシウム、ステアリン酸バリウム、ステアリン酸マグネシウム
、ステアリン酸ストロンチウム等が挙げられ、中でもマグネシウム化合物、カルシウム化
合物、バリウム化合物が好ましく用いられ、重合活性と得られる共重合ポリカーボネート
の色相の観点からマグネシウム化合物および／またはカルシウム化合物が更に好ましく用
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いられ、特に好ましくはカルシウム化合物が用いられる。
【０１０１】
　塩基性ホウ素化合物としては、例えば、テトラメチルホウ素、テトラエチルホウ素、テ
トラプロピルホウ素、テトラブチルホウ素、トリメチルエチルホウ素、トリメチルベンジ
ルホウ素、トリメチルフェニルホウ素、トリエチルメチルホウ素、トリエチルベンジルホ
ウ素、トリエチルフェニルホウ素、トリブチルベンジルホウ素、トリブチルフェニルホウ
素、テトラフェニルホウ素、ベンジルトリフェニルホウ素、メチルトリフェニルホウ素、
ブチルトリフェニルホウ素等のナトリウム塩、カリウム塩、リチウム塩、カルシウム塩、
バリウム塩、マグネシウム塩、あるいはストロンチウム塩等が挙げられる。
【０１０２】
　塩基性リン化合物としては、例えば、トリエチルホスフィン、トリ－ｎ－プロピルホス
フィン、トリイソプロピルホスフィン、トリ－ｎ－ブチルホスフィン、トリフェニルホス
フィン、トリブチルホスフィン、あるいは四級ホスホニウム塩等が挙げられる。
【０１０３】
　塩基性アンモニウム化合物としては、例えば、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド
、テトラエチルアンモニウムヒドロキシド、テトラプロピルアンモニウムヒドロキシド、
テトラブチルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルエチルアンモニウムヒドロキシド、
トリメチルベンジルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルフェニルアンモニウムヒドロ
キシド、トリエチルメチルアンモニウムヒドロキシド、トリエチルベンジルアンモニウム
ヒドロキシド、トリエチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、トリブチルベンジルアン
モニウムヒドロキシド、トリブチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、テトラフェニル
アンモニウムヒドロキシド、ベンジルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド、メチルト
リフェニルアンモニウムヒドロキシド、ブチルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド等
が挙げられる。
【０１０４】
　アミン系化合物としては、例えば、４－アミノピリジン、２－アミノピリジン、Ｎ，Ｎ
－ジメチル－４－アミノピリジン、４－ジエチルアミノピリジン、２－ヒドロキシピリジ
ン、２－メトキシピリジン、４－メトキシピリジン、２－ジメチルアミノイミダゾール、
２－メトキシイミダゾール、イミダゾール、２－メルカプトイミダゾール、２－メチルイ
ミダゾール、アミノキノリン、グアニジン等が挙げられる。
【０１０５】
（使用量）
　上記重合触媒の使用量は、通常、重合に使用した全ポリヒドロキシ化合物１ｍｏｌ当た
り０．１μｍｏｌ～３００μｍｏｌ、好ましくは０．５μｍｏｌ～１００μｍｏｌであり
、中でもリチウムおよび長周期型周期表における２族からなる群より選ばれた少なくとも
１種の金属を含む化合物を用いる場合、特にはマグネシウム化合物および／またはカルシ
ウム化合物を用いる場合は、金属量として、前記全ポリヒドロキシ化合物１ｍｏｌ当たり
、通常０．１μｍｏｌ以上、好ましくは０．３μｍｏｌ以上、特に好ましくは０．５μｍ
ｏｌ以上とする。また上限としては、通常２０μｍｏｌ、好ましくは１０μｍｏｌ、さら
に好ましくは３μｍｏｌ、特に好ましくは１．５μｍｏｌが好適である。
【０１０６】
　触媒量が少なすぎると、重合速度が遅くなるため、所望の分子量の共重合ポリカーボネ
ートを得ようとすると、重合温度を高くせざるを得なくなり、得られた共重合ポリカーボ
ネートの色相が悪化したり、また、未反応の原料が重合途中で揮発してポリヒドロキシ化
合物と炭酸ジエステルのモル比率が崩れ、所望の分子量に到達しない可能性がある。一方
、重合触媒の使用量が多すぎると、好ましくない副反応を併発し、得られる共重合ポリカ
ーボネートの色相の悪化や成形加工時の樹脂の着色を招く可能性がある。
【０１０７】
＜モノマーの保管方法＞
　本発明の共重合ポリカーボネートの原料であるイソソルビドやポリオキシアルキレング
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リコール等、エーテル構造を有する化合物は、酸素によって徐々に酸化されやすいので、
保管や製造時には酸素による分解を防ぐため、水分が混入しないようにし、また、脱酸素
剤等を用いたり、窒素雰囲気下で取り扱うことが肝要である。上記の化合物が酸化される
と、蟻酸等の分解物が発生する場合がある。例えば、これら分解物を含む原料を使用する
と、得られる共重合ポリカーボネートの着色を招く可能性があり、また、物性を著しく劣
化させる可能性があるだけではなく、重合反応に影響を与え、高分子量の重合体が得られ
ない場合もあり、好ましくない。
【０１０８】
＜原料の調製方法＞
　本発明の共重合ポリカーボネートは、糖由来アルコールとポリジオールを含むポリヒド
ロキシ化合物と前記式（３）で表される炭酸ジエステルとをエステル交換反応により重縮
合させることによって得られるが、原料であるポリヒドロキシ化合物と炭酸ジエステルは
、エステル交換反応前に均一に混合することが好ましい。
【０１０９】
　混合の温度は通常８０℃以上、好ましくは９０℃以上であり、その上限は通常２５０℃
以下、好ましくは２００℃以下、更に好ましくは１５０℃以下である。中でも１００℃以
上１２０℃以下が好適である。混合の温度が低すぎると溶解速度が遅かったり、溶解度が
不足する可能性があり、しばしば固化等の不具合を招く。混合の温度が高すぎるとポリヒ
ドロキシ化合物の熱劣化を招く場合があり、重合反応性の低下を招く場合や得られる共重
合ポリカーボネートの色相が悪化する可能性がある。
【０１１０】
　本発明の共重合ポリカーボネートの原料である糖由来アルコールとポリジオールを含む
ポリヒドロキシ化合物と前記式（３）で表される炭酸ジエステルとを混合する操作は、酸
素濃度１０ｖｏｌ％以下、更には０．０００１ｖｏｌ％～１０ｖｏｌ％、中でも０．００
０１ｖｏｌ％～５ｖｏｌ％、特には０．０００１ｖｏｌ％～１ｖｏｌ％の雰囲気下で行う
ことが、色相悪化防止の観点から好ましい。
【０１１１】
　本発明の共重合ポリカーボネートを得るためには、前記式（３）で表される炭酸ジエス
テルは、反応に用いる糖由来アルコールとポリジオールを含むポリヒドロキシ化合物に対
して、０．９０～１．２０のモル比率で用いることが好ましく、さらに好ましくは、０．
９５～１．１０のモル比率である。
【０１１２】
　このモル比率が小さくなると、製造された共重合ポリカーボネートの末端水酸基が増加
して、共重合ポリカーボネートの熱安定性が悪化し、成形時に着色を招いたり、エステル
交換反応の速度が低下したり、所望する高分子量体が得られない可能性がある。また、こ
のモル比率が大きくなると、エステル交換反応の速度が低下したり、所望とする分子量の
共重合ポリカーボネートの製造が困難となる場合がある。エステル交換反応速度の低下は
、重合反応時の熱履歴を増大させ、結果的に得られた共重合ポリカーボネートの色相を悪
化させる可能性がある。さらに、得られる共重合ポリカーボネート中の残存炭酸ジエステ
ル量が増加し、成形加工時の臭気の原因となったり、金型の付着物が多くなったりする場
合があり、好ましくない。本発明の共重合ポリカーボネートに残存する炭酸ジエステルの
濃度は、好ましくは２００重量ｐｐｍ以下、更に好ましくは１００重量ｐｐｍ以下、特に
好ましくは６０重量ｐｐｍ以下、中でも３０重量ｐｐｍ以下が好適である。現実的に共重
合ポリカーボネートは未反応の炭酸ジエステルを含むことがあり、濃度の下限値は通常１
重量ｐｐｍである。
【０１１３】
　前記式（３）で表される炭酸ジエステルとして、ジフェニルカーボネート、ジトリルカ
ーボネート等の置換ジフェニルカーボネートを用いて本発明の共重合ポリカーボネートを
製造する場合は、フェノール、置換フェノールが副生し、共重合ポリカーボネート中に残
存することは避けられないが、フェノール、置換フェノールは成形時の臭気の原因となる
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場合がある。共重合ポリカーボネート中には、通常のバッチ反応後は１０００重量ｐｐｍ
以上の副生フェノール等の芳香環を有する、芳香族モノヒドロキシ化合物が含まれている
が、臭気低減の観点からは、脱揮性能に優れた横型反応器や真空ベント付の押出機を用い
て、これらを脱揮除去することにより、得られる共重合ポリカーボネート中の含有量を７
００重量ｐｐｍ以下、特に５００重量ｐｐｍ以下、とりわけ３００重量ｐｐｍ以下にする
ことが好ましい。ただし、工業的に完全に除去することは困難であり、共重合ポリカーボ
ネートの芳香族モノヒドロキシ化合物の含有量の下限は通常１重量ｐｐｍである。
　尚、これら芳香族モノヒドロキシ化合物は、用いる原料により、当然置換基を有してい
てもよく、例えば、炭素数が５以下であるアルキル基などを有していてもよい。
【０１１４】
＜反応装置＞
　本発明において、ポリヒドロキシ化合物と炭酸ジエステルとを重縮合させる方法は、上
述の触媒存在下、通常、複数の反応器を用いて多段階で実施される。反応の形式は、バッ
チ式、連続式、あるいはバッチ式と連続式の組み合わせのいずれの方法でもよい。
【０１１５】
　重合初期においては、相対的に低温、低真空でプレポリマーを得、重合後期においては
相対的に高温、高真空で所定の値まで分子量を上昇させることが好ましいが、各分子量段
階でのジャケット温度と内温、反応系内の圧力を適切に選択することが安定的に反応を行
う上で、また色相の観点からも重要である。例えば、重合反応が所定の値に到達する前に
温度、圧力のどちらか一方でも早く変化させすぎると、未反応のモノマーが留出し、ポリ
ヒドロキシ化合物と炭酸ジエステルのモル比を狂わせ、重合速度の低下を招いたり、所定
の分子量や末端基を持つポリマーが得られない場合がある。
【０１１６】
　更には、留出するモノマーの量を抑制するために、重合反応器に還流冷却器を用いるこ
とが有効であり、特に未反応モノマー成分が多い重合初期の反応器でその効果は大きい。
還流冷却器に導入される冷媒の温度は使用するモノマーに応じて適宜選択することができ
るが、通常、還流冷却器に導入される冷媒の温度は該還流冷却器の入口において４５℃～
１８０℃であり、好ましくは８０℃～１５０℃、特に好ましくは１００℃～１３０℃であ
る。還流冷却器に導入される冷媒の温度が高すぎると還流量が減り、その効果が低下し、
低すぎると、本来留去すべきモノヒドロキシ化合物の留去効率が低下する傾向にある。冷
媒としては、温水、蒸気、熱媒オイル等が用いられ、蒸気、熱媒オイルが好ましい。
【０１１７】
　重合速度を適切に維持し、モノマーの留出を抑制しながら、最終的な共重合ポリカーボ
ネートの色相や熱安定性等を損なわないようにするためには、前述の触媒の種類と量の選
定が重要である。
【０１１８】
　本発明の共重合ポリカーボネートは、触媒を用いて、複数の反応器により多段階で重合
させて製造することが好ましいが、重合を複数の反応器で実施する理由は、重合反応初期
においては、反応液中に含まれるモノマーが多いために、必要な重合速度を維持しつつ、
モノマーの揮散を抑制してやることが重要であり、重合反応後期においては、平衡を重合
側にシフトさせるために、副生するモノヒドロキシ化合物を十分留去させることが重要に
なるためである。このように、異なった重合反応条件を設定するには、直列に配置された
複数の重合反応器を用いることが、生産効率の観点から好ましい。
【０１１９】
　本発明の方法で使用される反応器は、上述の通り、少なくとも２つ以上であればよいが
、生産効率などの観点からは、３つ以上、好ましくは３～５つ、特に好ましくは、４つで
ある。
【０１２０】
　本発明において、反応器が２つ以上であれば、その反応器中で、更に条件の異なる反応
段階を複数持たせる、連続的に温度・圧力を変えていくなどしてもよい。
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【０１２１】
　本発明において、重合触媒は原料調製槽、原料貯槽に添加することもできるし、重合槽
に直接添加することもできるが、供給の安定性、重合の制御の観点からは、重合槽に供給
される前の原料ラインの途中に触媒供給ラインを設置し、好ましくは水溶液で供給する。
【０１２２】
＜反応条件＞
　重合反応の温度は、低すぎると生産性の低下や製品への熱履歴の増大を招き、高すぎる
とモノマーの揮散を招くだけでなく、共重合ポリカーボネートの分解や着色を助長する可
能性がある。
　具体的には、第１段目の反応は、重合反応器の内温の最高温度として、１４０℃～２７
０℃、好ましくは１８０℃～２４０℃、更に好ましくは２００℃～２３０℃で、１１０ｋ
Ｐａ～１ｋＰａ、好ましくは７０ｋＰａ～５ｋＰａ、更に好ましくは３０ｋＰａ～１０ｋ
Ｐａ（絶対圧力）の圧力下、０．１時間～１０時間、好ましくは０．５時間～３時間、発
生するモノヒドロキシ化合物を反応系外へ留去しながら実施される。
【０１２３】
　第２段目以降は、反応系の圧力を第１段目の圧力から徐々に下げ、引き続き発生するモ
ノヒドロキシ化合物を反応系外へ除きながら、最終的には反応系の圧力（絶対圧力）を２
００Ｐａ以下にして、内温の最高温度２００℃～２７０℃、好ましくは２１０℃～２５０
℃で、通常０．１時間～１０時間、好ましくは１時間～６時間、特に好ましくは０．５時
間～３時間行う。
【０１２４】
　特に共重合ポリカーボネートの着色や熱劣化を抑制し、色相の良好な共重合ポリカーボ
ネートを得るには、全反応段階における内温の最高温度が２５０℃未満、特に２１０℃～
２４０℃であることが好ましい。　また、重合反応後半の重合速度の低下を抑止し、熱履
歴による劣化を最小限に抑えるためには、重合の最終段階でプラグフロー性と界面更新性
に優れた横型反応器を使用することが好ましい。
【０１２５】
　所定の分子量の共重合ポリカーボネートを得るために、重合温度を高く、重合時間を長
くし過ぎると、得られる共重合ポリカーボネートの色相や熱安定性は悪化する傾向にある
。
　副生したモノヒドロキシ化合物は、資源有効活用の観点から、必要に応じ精製を行った
後、炭酸ジフェニルやビスフェノールＡ等の原料として再利用することが好ましい。
【０１２６】
＜ペレット化＞
　本発明の共重合ポリカーボネートは、上述の通り重縮合後、通常、冷却固化させ、回転
式カッター等でペレット化される。
【０１２７】
　ペレット化の方法は限定されるものではないが、最終重合反応器から溶融状態で抜き出
し、ストランドの形態で冷却固化させてペレット化させる方法、最終重合反応器から溶融
状態で一軸または二軸の押出機に樹脂を供給し、溶融押出しした後、冷却固化させてペレ
ット化させる方法、または、最終重合反応器から溶融状態で抜き出し、ストランドの形態
で冷却固化させて一旦ペレット化させた後に、再度一軸または二軸の押出機に樹脂を供給
し、溶融押出しした後、冷却固化させてペレット化させる方法等が挙げられる。
【０１２８】
（溶融押出）
　上記の共重合ポリカーボネートの溶融押出しの際、押出機中で、残存モノマーの減圧脱
揮や、通常知られている、熱安定剤、中和剤、紫外線吸収剤、離型剤、着色剤、帯電防止
剤、滑剤、潤滑剤、可塑剤、相溶化剤、難燃剤等を添加、混練することも出来る。
【０１２９】
　押出機中の溶融混練温度は、共重合ポリカーボネートのガラス転移温度や分子量に依存
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するが、通常１５０℃～３００℃、好ましくは２００℃～２７０℃、更に好ましくは２３
０℃～２６０℃である。溶融混練温度が１５０℃より低いと、共重合ポリカーボネートの
溶融粘度が高く、押出機への負荷が大きくなり、生産性が低下する。３００℃より高いと
、共重合ポリカーボネートの熱劣化が激しくなり、分子量の低下による機械的強度の低下
や着色、ガスの発生を招く。
【０１３０】
　本発明の共重合ポリカーボネートを製造する際には、異物の混入を防止するため、フィ
ルターを設置することが望ましい。フィルターの設置位置は押出機の下流側が好ましく、
フィルターの異物除去の大きさ（目開き）は、９９％除去の濾過精度として１００μｍ以
下が好ましい。特に、フィルム用途等で微少な異物の混入を嫌う場合は、４０μｍ以下、
さらには１０μｍ以下が好ましい。
【０１３１】
　本発明の共重合ポリカーボネートの押出は、押出後の異物混入を防止するために、好ま
しくはＪＩＳＢ　９９２０（２００２年）に定義されるクラス７、更に好ましくはクラス
６より清浄度の高いクリーンルーム中で実施することが望ましい。
【０１３２】
　また、押出された共重合ポリカーボネートを冷却し、チップ化する際は、空冷、水冷等
の冷却方法を使用するのが好ましい。空冷の際に使用する空気は、ヘパフィルター等で空
気中の異物を事前に取り除いた空気を使用し、空気中の異物の再付着を防ぐのが望ましい
。水冷を使用する際は、イオン交換樹脂等で水中の金属分を取り除き、さらにフィルター
にて、水中の異物を取り除いた水を使用することが望ましい。用いるフィルターの目開き
は、９９％除去の濾過精度として１０μｍ～０．４５μｍであることが好ましい。
【０１３３】
　このようにして得られる本発明の共重合ポリカーボネートは、射出成形法、押出成形法
、圧縮成形法等の通常知られている方法で成形して成形品とすることができる。
【０１３４】
　また、本発明の共重合ポリカーボネートは、種々の成形を行う前に、必要に応じて、熱
安定剤、中和剤、紫外線吸収剤、離型剤、着色剤、帯電防止剤、滑剤、潤滑剤、可塑剤、
相溶化剤、難燃剤等の添加剤を、タンブラー、スーパーミキサー、フローター、Ｖ型ブレ
ンダー、ナウターミキサー、バンバリーミキサー、押出機などで混合することもできる。
【０１３５】
　また、本発明の共重合ポリカーボネートは例えば、芳香族共重合ポリカーボネート、芳
香族ポリエステル、脂肪族ポリエステル、ポリアミド、ポリスチレン、ポリオレフィン、
アクリル、アモルファスポリオレフィン、ＡＢＳ、ＡＳ、ＭＢＳなどの合成樹脂、ポリ乳
酸、ポリブチレンスクシネートなどの生分解性樹脂、ゴムなどの１種または２種以上と混
練して、ポリマーアロイとしても用いることもできる。
【０１３６】
　本発明によれば、高い植物化度を維持したまま、透明性、色相、耐熱性、熱安定性、お
よび機械的強度に優れた共重合ポリカーボネートおよびその成形品を提供することができ
る。
【実施例】
【０１３７】
　　以下、実施例により本発明を更に詳細に説明するが、本発明は、その要旨を超えない
限り、以下の実施例により限定されるものではない。
【０１３８】
＜略号＞
　以下の実施例および比較例の記載の中で用いた化合物の略号は次の通りである。
【０１３９】
　ＩＳＢ：イソソルビド（ロケットフルーレ社製、商品名ＰＯＬＹＳＯＲＢ　ＰＳ）
　ＰＥＧ＃４００：ポリエチレングリコール、数平均分子量４００（三洋化成社製）
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　ＰＥＧ＃１０００：ポリエチレングリコール、数平均分子量１０００（三洋化成社製）
　ＰＥＧ＃２０００：ポリエチレングリコール、数平均分子量２０００（三洋化成社製）
　ＰＥＧ＃３４００：ポリエチレングリコール、数平均分子量３４００（三洋化成社製）
　ＰＰＧ＃１０００：ポリプロピレングリコール、数平均分子量１０００（三洋化成社製
）
　ＰＰＧ＃２０００：ポリプロピレングリコール、数平均分子量２０００（三洋化成社製
）
　ＰＴＭＧ＃１０００：ポリテトラメチレングリコール、数平均分子量１０００（三菱化
学社製）
　ＰＤＭＳ＃５５０：ポリジメチルシロキサン、数平均分子量５５０（信越化学社製）
　ＣＨＤＭ：１，４－シクロヘキサンジメタノール（新日本理化社製）
　ＤＰＣ：ジフェニルカーボネート（三菱化学社製）
【０１４０】
＜物性＞
　以下の実施例および比較例において、ポリカーボネートの物性ないし特性の評価等は次
の方法により行った。
【０１４１】
（１）酸素濃度の測定
　酸素計（ＡＭＩ社製：１０００ＲＳ）を使用し、測定した。
【０１４２】
（２）還元粘度
　溶媒として塩化メチレンを用い、０．６ｇ／ｄＬの濃度のポリカーボネート溶液を調製
した。森友理化工業社製ウベローデ型粘度管を用いて、温度２０．０℃±０．１℃で測定
を行い、溶媒の通過時間ｔ０と溶液の通過時間ｔから次式（ｉ）より相対粘度ηｒｅｌを
求め、相対粘度から次式(ii)より比粘度ηｓｐを求めた。
　ηｒｅｌ＝ｔ／ｔ０　　　　　　　　（ｉ）
　ηｓｐ＝（η－η０）／η０＝ηｒｅｌ－１　　(ii)
　比粘度を濃度ｃ（ｇ／ｄＬ）で割って、還元粘度ηｓｐ／ｃを求めた。この値が高いほ
ど分子量が大きい。
【０１４３】
（３）ポリカーボネート中のモノマーユニットのモル比
　ポリカーボネート３０ｍｇを秤取し、重クロロホルム約０．７ｍＬに溶解させた。これ
を内径５ｍｍのＮＭＲ用チューブに入れ、日本電子社製ＪＮＭ－ＡＬ４００（共鳴周波数
４００ＭＨｚ）を用いて常温で１Ｈ－ＮＭＲスペクトルを測定し、各ユニットに基づくシ
グナル強度比より求めた。
【０１４４】
（４）ポリカーボネートのガラス転移温度（Ｔｇ）
　ポリカーボネートのガラス転移温度は、示差走査熱量計（エスアイアイ・ナノテクノロ
ジー社製ＤＳＣ６２２０）を用いて測定した。ポリカーボネートサンプル約１０ｍｇを同
社製アルミパンに入れて密封し、５０ｍＬ／分の窒素気流下、昇温速度２０℃／分で室温
から２５０℃まで昇温した。３分間温度を保持した後、０℃まで２０℃／分の速度で冷却
した。０℃で３分保持し、再び２００℃まで２０℃／分の速度で昇温した。２回目の昇温
で得られたＤＳＣデータより、補外ガラス転移開始温度を採用した。
【０１４５】
（５）ヘーズ
　ポリカーボネートのペレットを窒素雰囲気下、１１０℃で１０時間乾燥する。次に、乾
燥したポリカーボネートのペレットを射出成形機（日本製鋼所社製Ｊ７５ＥＩＩ型）に供
給し、シリンダー温度２３０℃、金型温度８０℃で、幅６０ｍｍ×長さ６０ｍｍ×厚さ３
ｍｍの試験片を成形し、日本電色工業株式会社製ヘーズメーター（１００１ＤＰ）を用い
て測定した。
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【０１４６】
（６）引張伸び
　ＩＳＯ　５２７に準拠して測定した。前述の射出成形により、１Ａ形試験片を成形し、
温度２３℃、相対湿度５０％、引張速度５０ｍｍ／分の条件で測定した。
【０１４７】
（７）溶融粘度
　東洋精機株式会社製キャピログラフを用いて、直径１ｍｍ×長さ１０ｍｍのダイを使用
して温度２４０℃、剪断速度１０００ｓｅｃ－１　における溶融粘度を測定した。
【０１４８】
（８）鉛筆硬度
　前述のヘーズ測定と同じ試験片を使用し、東洋精機株式会社製鉛筆引掻塗膜硬さ試験機
を用いて、ＪＩＳ　Ｋ５６００－５－４に記載の方法で鉛筆硬度を測定した。
【０１４９】
（９）光弾性係数
　Ｈｅ－Ｎｅレーザー、偏光子、補償板、検光子、光検出器からなる複屈折測定装置と振
動型粘弾性測定装置（レオロジー社製ＤＶＥ－３）を組み合わせた装置を用いて測定した
。（詳細は、日本レオロジー学会誌Ｖｏｌ．１９，ｐ．９３～９７（１９９１）を参照。
）
　８０℃で５時間真空乾燥した共重合ポリカーボネートサンプル４．０ｇを、幅８ｃｍ、
長さ８ｃｍ、厚さ０．５ｍｍのスペーサーを用いて、熱プレスにて熱プレス温度２５０℃
で、予熱１分、圧力２０ＭＰａの条件で１分間加圧後、スペーサーごと取り出し、水管冷
却式プレスで、圧力２０ＭＰａで３分間加圧冷却しシートを作製した。このシートから幅
５ｍｍ、長さ２０ｍｍの試料を切り出し、粘弾性測定装置に固定し、２５℃の室温で貯蔵
弾性率Ｅ’を周波数９６Ｈｚにて測定した。同時に、出射されたレーザー光を偏光子、試
料、補償板、検光子の順に通し、光検出器（フォトダイオード）で拾い、ロックインアン
プを通して角周波数ωまたは２ωの波形について、その振幅とひずみに対する位相差を求
め、ひずみ光学係数Ｏ’を求めた。このとき、偏光子と検光子の方向は直交し、またそれ
ぞれ、試料の伸長方向に対してπ／４の角度をなすように調整した。
　光弾性係数Ｃは、貯蔵弾性率Ｅ’とひずみ光学係数Ｏ’を用いて次式より求めた。
　　　　　Ｃ＝Ｏ’／Ｅ’
【０１５０】
［実施例１］
　撹拌翼および１００℃に制御された還流冷却器を具備した重合反応装置に、ＩＳＢとＰ
ＥＧ＃４００と、蒸留精製して塩化物イオン濃度を１０ｐｐｂ以下にしたＤＰＣ、および
酢酸カルシウム１水和物を、モル比でＩＳＢ／ＰＥＧ＃１０００／ＤＰＣ／酢酸カルシウ
ム１水和物＝０．９７／０．０３／１．００／８．００×１０－７になるように仕込み、
十分に窒素置換した（酸素濃度０．０００５～０．００１ｖｏｌ％）。続いて熱媒で加温
を行い、内温が１００℃になった時点で撹拌を開始した。昇温を開始後４０分で内温を２
１０℃にし、内温が２１０℃に到達した時点でこの温度を保持するように制御すると同時
に、減圧を開始し、２１０℃に到達してから９０分で１３．３ｋＰａ（絶対圧力、以下同
様）にして、この圧力を保持するようにしながら、さらに３０分間保持した。重合反応と
ともに副生するフェノール蒸気は、１００℃の還流冷却器に導き、フェノール蒸気中に若
干量含まれるモノマー成分を重合反応器に戻し、凝縮しないフェノール蒸気は続いて４５
℃の凝縮器に導いて回収した。
【０１５１】
　このようにしてオリゴマー化させた内容物を、一旦大気圧にまで復圧させた後、撹拌翼
および１００℃に制御された還流冷却器を具備した別の重合反応装置に移し、昇温および
減圧を開始して、５０分で内温２３０℃、圧力２００Ｐａにした。その後、２０分かけて
圧力１３３Ｐａ以下にして、所定撹拌動力になった時点で復圧し、内容物をストランドの
形態で抜出し、回転式カッターでペレットにした。
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【０１５２】
　得られた共重合ポリカーボネートの還元粘度は０．４１７ｄＬ／ｇ、ガラス転移温度は
１３１℃であり、透明性が良好であった。続いて、前述の方法で各種試験サンプルを成形
し、機械物性、ヘーズ、および光弾性係数の測定を実施した。これらの結果を表１に示す
。共重合ポリカーボネートの評価は、各種物性を総合的に評価し、植物化度、成形性、機
械強度の観点から、植物由来のアルコールに由来する構造の重量分率が０．７以上であっ
て、ガラス転移温度が６０℃以上１５０℃以下で、しかも１０％以上の引張伸びを有する
ものを、総合評価が好ましいものとした。表１では、総合評価が好ましいものを○、劣る
ものを×と表記した。
【０１５３】
［実施例２］
　ＩＳＢ、ＰＥＧ＃４００、ＤＰＣおよび酢酸カルシウム１水和物を、モル比でＩＳＢ／
ＰＥＧ＃４００／ＤＰＣ／酢酸カルシウム１水和物＝０．９３／０．０７／１．００／８
．００×１０－７になるように仕込んだ他は実施例１と同様に実施し、同様に評価を行っ
て、結果を表１に示した。
　得られた共重合ポリカーボネートは透明性が良好であった。
【０１５４】
［実施例３］
　ＩＳＢ、ＰＥＧ＃１０００、ＤＰＣおよび酢酸カルシウム１水和物を、モル比でＩＳＢ
／ＰＥＧ＃１０００／ＤＰＣ／酢酸カルシウム１水和物＝０．９９／０．０１／１．００
／１．００×１０－６になるように仕込んだ他は実施例１と同様に実施し、同様に評価を
行って、結果を表１に示した。
　得られた共重合ポリカーボネートは透明性が良好であった。
【０１５５】
［実施例４］
　ＩＳＢ、ＰＥＧ＃２０００、ＤＰＣおよび酢酸カルシウム１水和物を、モル比でＩＳＢ
／ＰＥＧ＃２０００／ＤＰＣ／酢酸カルシウム１水和物＝０．９９５／０．００５／１．
０００／１．００×１０－６になるように仕込んだ他は実施例１と同様に実施し、同様に
評価を行って、結果を表１に示した。
　得られた共重合ポリカーボネートは透明性が良好であった。
【０１５６】
［実施例５］
　ＩＳＢ、ＰＥＧ＃３４００、ＤＰＣおよび酢酸カルシウム１水和物を、モル比でＩＳＢ
／ＰＥＧ＃３４００／ＤＰＣ／酢酸カルシウム１水和物＝０．９９７／０．００３／１．
０００／１．５×１０－６になるように仕込んだ他は実施例１と同様に実施し、同様に評
価を行って、結果を表１に示した。
【０１５７】
［実施例６］
　ＩＳＢ、ＰＰＧ＃１０００、ＤＰＣおよび酢酸カルシウム１水和物を、モル比でＩＳＢ
／ＰＰＧ＃１０００／ＤＰＣ／酢酸カルシウム１水和物＝０．９８２／０．０１８／１．
０００／２．０×１０－６になるように仕込んだ他は実施例１と同様に実施し、同様に評
価を行って、結果を表１に示した。
　得られた共重合ポリカーボネートは透明性が良好であった。
【０１５８】
［実施例７］
　ＩＳＢ、ＰＴＭＧ＃１０００、ＤＰＣおよび酢酸カルシウム１水和物を、モル比でＩＳ
Ｂ／ＰＴＭＧ＃１０００／ＤＰＣ／酢酸カルシウム１水和物＝０．９９／０．０１／１．
００／２．０×１０－６になるように仕込んだ他は実施例１と同様に実施し、同様に評価
を行って、結果を表１に示した。
【０１５９】
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［比較例１］
　ＩＳＢ、ＤＰＣおよび酢酸カルシウム１水和物を、モル比でＩＳＢ／ＤＰＣ／酢酸カル
シウム１水和物＝１．００／１．００／８．００×１０－７になるように仕込み、最終重
合温度を２４０℃にした以外は実施例１と同様に実施し、同様に評価を行って、結果を表
１に示した。
　得られたポリカーボネートの還元粘度は０．３８９ｄＬ／ｇ、ガラス転移温度は１５９
℃であり、透明性な樹脂が得られたが、引張試験では低い引張伸びしか示さなかった。
【０１６０】
［比較例２］
　ＩＳＢ、ＤＰＣおよび酢酸カルシウム１水和物を、モル比でＩＳＢ／ＤＰＣ／酢酸カル
シウム１水和物＝１．００／１．００／１．００×１０－６になるように仕込み、最終重
合温度を２５０℃にした以外は実施例１と同様に実施し、同様に評価を行って、結果を表
１に示した。
　得られたポリカーボネートの還元粘度は０．４７５ｄＬ／ｇ、ガラス転移温度は１６１
℃であり、透明性な樹脂が得られたが、非常に溶融粘度が高いために射出成形の際の成形
性が悪く、成形品にシルバーが発生し、ヘーズが悪化した。ただし、引張試験では十分な
引張伸びが得られた。
【０１６１】
［比較例３］
　ＩＳＢ、ＣＨＤＭ、ＤＰＣおよび酢酸カルシウム１水和物を、モル比でＩＳＢ／ＣＨＤ
Ｍ／ＤＰＣ／酢酸カルシウム１水和物＝０．９０／０．１０／１．００／１．０×１０－

６になるように仕込んだ他は実施例１と同様に実施し、同様に評価を行って、結果を表１
に示した。
　得られた共重合ポリカーボネートの還元粘度は０．４６０ｄＬ／ｇ、ガラス転移温度は
１４３℃であり、透明性が良好な樹脂が得られたが、引張試験では低い引張伸びしか示さ
なかった。
【０１６２】
［比較例４］
　ＩＳＢ、ＣＨＤＭ、ＤＰＣおよび酢酸カルシウム１水和物を、モル比でＩＳＢ／ＣＨＤ
Ｍ／ＤＰＣ／酢酸カルシウム１水和物＝０．７０／０．３０／１．００／１．０×１０－

６になるように仕込んだ他は実施例１と同様に実施し、同様に評価を行って、結果を表１
に示した。
　得られた共重合ポリカーボネートの還元粘度は０．４８０ｄＬ／ｇ、ガラス転移温度は
１２２℃であり、透明性は良好であったが、ヘーズは低く、引張伸びも優れていたが、鉛
筆硬度が低下し、光弾性係数が増加した。
【０１６３】
［比較例５］
　ＩＳＢ、ＰＰＧ＃２０００、ＤＰＣおよび酢酸カルシウム１水和物を、モル比でＩＳＢ
／ＰＰＧ＃４００／ＤＰＣ／酢酸カルシウム１水和物＝０．９９／０．０１／１．００／
２．０×１０－６になるように仕込んだ他は実施例１と同様に実施した。
【０１６４】
［比較例６］
　ＩＳＢ、ＰＤＭＳ＃５５０、ＤＰＣおよび酢酸カルシウム１水和物を、モル比でＩＳＢ
／ＰＤＭＳ＃５５０／ＤＰＣ／酢酸カルシウム１水和物＝０．９８／０．０２／１．００
／３．０×１０－６になるように仕込んだ他は実施例１と同様に実施し、同様に評価を行
って、結果を表１に示した。
　得られた共重合ポリカーボネートは白濁しており、透明な成形体が得られなかった。
【０１６５】
　なお、表１には、本発明に係る（Ｉ）式および（II）式を満たす（○）か否（×）かを
併記した。
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【０１６６】
【表１】
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【０１６７】
　以上の結果から、次のことが分かる。
【０１６８】
　糖由来アルコールのみからなるポリカーボネートに比べ（比較例１，２）、本発明の共
重合ポリカーボネート（実施例１～７）は、引張伸びが大きいこと、ヘーズが低く透明性
に優れること、充分な鉛筆硬度を示し表面硬度が高いこと、と同時に成形加工が良好であ
るという観点から、総合的に優れるものである。糖由来アルコールのみからなる共重合ポ
リカーボネートでは、引張伸びが小さく低い値を示しているものか、引張伸びが大きいも
のでは溶融粘度が著しく高いために成形性が悪いものしか得られなかった。
【０１６９】
　また、低分子量ジヒドロキシ化合物を共重合成分に用いた共重合ポリカーボネート（比
較例３，４）に比べても、本発明の共重合ポリカーボネート（実施例１～７）は引張伸び
が大きく、しかも鉛筆硬度が高く優れているため、同様に総合的に優れるものである。低
分子量ジヒドロキシ化合物を共重合成分に用いた共重合ポリカーボネートでは、引張伸び
が小さく低い値を示しているものか、引張伸びが大きいものでは鉛筆硬度がＦで表面硬度
の劣るものしか得られなかった。
　更に、本発明の共重合ポリカーボネートは、低分子量ジヒドロキシ化合物を共重合成分
に用いるよりも高い植物化度を有しており、同時に機械物性や表面硬度にも優れている。
さらに、透明性が高く、且つ光学歪みが小さい特性も有するものも得ることができる。
【産業上の利用可能性】
【０１７０】
　本発明の共重合ポリカーボネートは、鉛筆硬度が高く、表面硬度が高く、表面の傷つき
を嫌う、フィルム用途や、筐体などの構造材料用途に好適に用いることができることが可
能である。
　本発明の共重合ポリカーボネートは、柔軟性が必要なフィルム、シート分野、耐熱性が
必要なボトル、容器分野、衝撃強度が要求される種々の構造材料に適している。さらには
光学歪みが小さいことから、カメラレンズ、ファインダーレンズ、ＣＣＤやＣＭＯＳ用レ
ンズなどのレンズ用途、液晶やプラズマディスプレイなどに利用される位相差フィルム、
拡散シート、偏光フィルムなどのフィルム、シート、光ディスク、フィルム、シート、光
学材料、光学部品、色素や電荷移動剤等を固定化するバインダーなどの用途への使用に適
している。
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